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直接支払いと多面的機能，環境
――水田，草地等地域資源と

地域営農重視の日本型直接支払い――

〔要　　　旨〕

１　現在，ＦＴＡへの取組みが本格化し，米政策改革が開始されつつあるなか，新農業基本
法の基本計画見直しと併行して直接支払いについての議論も活発化しつつある。議論の出
発点は日本農業のグランドデザインに置かれるべきで，直接支払いの導入がこれからの日
本農業の行方を決定的に左右することになる。

２　グランドデザインは，単なる規模拡大一辺倒のアメリカ追随型ではなく，我が国の自然
条件，地域資源を生かすと共に，地域営農や消費者との交流を重視した，日本的な田園都
市国家にふさわしい農業であることが要件となる。

３　ＷＴＯ交渉で，国内支持については，「青」の政策は削減対象にされるとともに，「緑」
の政策も，より限定的なものにする方向で検討が進められてきた。こうした動きをにらん
で，ＥＵ等では直接支払いの要件として一定以上の環境への配慮を求めるクロス・コンプ
ライアンスに切り替えるとともに，農村開発を重視してきた。

４　国による支援なくして，我が国農業を維持していくことは不可能であるが，米について
高関税を恒久的に維持していくことは困難であり，消費者が高価格を負担する関税よりも，
国際相場に連動した市場価格によって購入する一方で，税金によって間接的に負担してい
く直接支払いのほうが，消費者の理解が得られやすいとともに，重点的な予算措置も可能
になる。

５　直接支払いをはじめとする支援は，多面的機能や環境を重視したものでなければ国際的
認知を得られ難くなっている。地域が多様性に富み，かつ地域営農重視が求められる我が
国の場合，所得補填のための直接支払いに加え，中山間地域対策のための直接支払い，環
境直接支払いを同時に打ち出すととともに，一定程度の環境への配慮をクロス・コンプラ
イアンスさせ，地域の実態・実情に合わせて，これらを使い分けていくことが必要である。

６　多面的機能を発揮し，環境にも十分配慮した農業によって，食料の安定供給，安全・安
心を提供していくことは生産者の義務である。生産者は，農業が公益性を有すること，農
業が国民からの負託を受けていること，を深く認識・自覚していくことが重要である。



グポイントを迎えている。作況指数90と，

10年ぶりの凶作にともなう需給逼迫はある

ものの，米消費量の減少，米価格低迷，米

在庫過剰，担い手の高齢化等の基調に変化

はない。このため，04年４月からは，改正

食糧法が施行されて，米政策改革大綱が実

施されることになっている。「官から民へ，

国から地方へ」を旗印に，これまで面積配

分が行われていた米生産調整を数量配分方

式に移行させるとともに，全国一律であっ

た転作助成金制度を廃止し，地域自らの発

想・行動・取組に対応した「産地づくり対

策」が導入される。さらには，担い手につ

いても「地域での話し合いを通じた，プロ

農業経営など担い手の明確化」がはかられ

ることになっており，まさに，米政策の大

転換が開始されつつある。

このような情勢の下，国内農業の構造改

革圧力が急速に高まっており，競争力強化，

担い手確保等，問題と併行して農家の所得

昨年９月，メキシコのカンクンで開かれ

たＷＴＯ（世界貿易機関）閣僚会議は決裂し，

閣僚宣言を採択できずに閉幕した。途上国

の台頭で先進国との対立が先鋭化するな

ど，根深く構造的な問題を内包しており，

これを乗り越えて合意形成していくことは

容易でなく，現時点（2004年１月20日）で

は先行きの見通しは立っていない。

こうした膠着状態にあるＷＴＯ交渉に代

わって，ＦＴＡ（自由貿易協定）へシフトす

る動きが急であり，我が国もシンガポール

に続いて，昨年（03年）10月には合意に至

らなかったものの，メキシコとＦＴＡ交渉

が継続されており，11月には農林水産省に

ＦＴＡ本部を設置するなど本腰を入れての

取組体制を整えつつある。

一方，我が国水田農業はまさにターニン
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補償，直接支払い導入問題がクローズアッ

プされてきている。99年に施行された食

料・農業・農村基本法（以下「新農業基本

法」）で打ち出された方向性をいかに具体

化していくのか，まさに正念場にさしかか

っているものであり，これが我が国農業の

将来を決定的に左右することになるのは必

至である。

筆者はこれまで本誌を中心に，水田農業

や地域資源利用を中心とする日本農業のグ

ランドデザインのイメージを提示してき

たが，
（注１）

本稿ではこれまでの論考を踏まえて，

水田農業と地域資源，地域営農，そして多

面的機能と環境保全に重点を置いた支援，

特に直接支払いのあり方について考察・整

理することをねらいとするものである。

（注１）参考文献および後掲第３図を参照のこと。

我が国での直接支払い導入については，

ガット・ウルグアイ・ラウンドでアメリカ

と激しく対立してきたＥＵが，直接支払い

の導入をカードに合意したことを契機とし

て，多くの有識者から，いろいろな機会に，

様々の角度からその必要性等が叫ばれ，提

言等もなされてきた。

我が国政府の直接支払いについての対応

の流れをみると，新農業基本法では，食料

自給率の目標設定を基本とする基本計画の

策定，消費者重視の食料政策の展開，自然

循環機能の維持増進と並んで，望ましい農

業構造の確立と経営施策の展開，市場評価

を適切に反映した価格形成と経営安定対

策，中山間地域等の生産条件の不利補正，

をその骨格として決定・施行された。

中山間地域等の生産条件の不利補正の手

法としては直接支払いが想定され，2000年

度から，急傾斜農用地，草地比率の高い

（70％以上）地域の草地等を対象農用地と

し，「集落協定または個別協定に基づき５

年間以上継続して行われる農業生産活動

等」を対象行為とする，中山間地域等直接

支払制度が開始された。これは，新農業基

本法の35条第２項の規定，すなわち「国は，

中山間地域等においては，適切な農業生産

活動が継続的に行われるよう農業の生産条

件に関する不利を補正するための支援を行

うこと等により，多面的機能の確保を特に

図るための施策を講ずるものとする」を根

拠とする。あくまで条件不利農地の不利補

正をねらいとするものではあるが，「中山

間地域等において，担い手の育成等による

農業生産の維持を通じて，多面的機能を確

保する」（要綱）ことに対する直接支払い

と整理されている。中山間地域等直接支払

いの位置づけを巡っては議論のあるところ

であるが，
（注２）

我が国としては最初に導入され

た直接支払い導入であり，これからの直接

支払いに関する議論の出発点としての位置

に立つものである。

一方，経営安定対策については，01年８

月「農業構造改革推進のための経営政策」

が決定され，「経営所得安定対策」につい

ては，当面，稲作などの水田営農，輪作を
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２　直接支払いをめぐる

経過・動向



行う大規模畑作経営での導入を検討してい

くこととされた。ここでの経営所得安定対

策は，「直接支払い方式のような措置では

なく，加入者の拠出を前提として，農産物

に特有な価格の著しい変動にともなう収入

又は所得の変動を緩和する仕組み」が想定

されており，あくまで価格変動にともなう

経営リスクを軽減するためのセーフティー

ネットとして位置づけられている。そして，

これら施策は，「育成すべき農業経営」に

集中化・重点化することを基本としてお

り，集落営農を経営所得安定対策の対象と

するかどうかについては先送りされた。

その後，水田農業政策・米政策の大転換

を意図した米政策改革大綱が02年12月に打

ち出され，08年度までに農業者・農業者団

体主体の需給調整システム構築，生産面積

方式ではなく生産数量方式による需給調

整，産地づくりと米価下落に対応する「産

地づくり推進交付金」の創設，計画流通制

度廃止等が決定された。そして，ここでは，

育成すべき担い手として，認定農業者のみ

ならず集落営農も対象として追加された。

以上のとおり，我が国ではじめて導入さ

れた直接支払いは，その位置づけはさてお

き，条件不利地域に限定された直接支払い

であり，また，検討されている経営所得安

定対策等は，価格変動対策として位置づけ

られている。

こうした経過を経るなか，新農業基本法

にもとづく，農政の中期的指針となる食

料・農業・農村基本計画（以下「基本計画」）

は５年ごとに見直しが行われることになっ

ていることから，見直し後の基本計画を05

年度から実行すべく，03年12月，農林水産

大臣より食料・農業・農村政策審議会（以

下「審議会」）に対して，基本計画の改定に

ついて諮問がなされ，05年３月での答申が

予定されている。03年12月の審議会では，

農林水産省から，「プロ農家の育成で，大

規模畑作や水田農業など複数のタイプでの

所得対策への移行を目指す」が，「構造改

革がある程度進んでいる畑作に対する対策

の優先順位が高い」方針が示されたことが

報じられている。
（注３）

さらに，農林水産大臣は

日本経済新聞のインタビュー記事で，「農

業の中核となる担い手を確保し，やる気と

能力のある農家を後押しすることが大事

だ。中核的な農家に土地を集約し，大規模

な経営ができるようにすることで生産性が

高まる。その方法の一つが農家への所得補

償だ。コメ，麦など品目にこだわらず，プ

ロの農家に対して直接支払い，経営を後押

しする」と
（注４）

語っている。

このように，ここでは，条件不利対策と

は別途の直接支払いについても検討してい

くことが明らかにされている。
（注２）田代洋一（2002）「多面的機能と中山間地
域直接支払い」『農業と経済』８月号

（注３）2003年12月10日付日本農業新聞記事。
（注４）2004年１月５日付日本経済新聞記事。

国内農業は過保護であるとともに，国内

農家のコスト低減努力の不足を指摘する声

は多い。国内総生産（名目）に占める農業
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３　日本農業を支援する必要性



のシェアは1.1％（2000年）であるのに対し

て農業関係総予算の国の一般会計総額に占

める割合は5.2％となっている。また，米

価は国際相場の約４～５倍と，高い水準に

あることも確かである。

ところで，我が国経済構造は，第二次産

業，そして第三次産業中心へと大きく変貌

し，輸出超過の構造を形成してきた。この

ため70年代以降，急速に円高が進行する一

方で，農業経営の規模拡大が進まず，国内

農産物は輸入農産物・食品に対して基本的

に競争力を低下させてきた。

しかしながら，高いとされる農産物・食

品価格も，量販店等での販売価格のうち生

産者の収入はその一部で，相当程度を流通

経費，加工経費が占めているのが現状であ

る。また，生産農家はコスト引下げのため

の合理化努力を連綿として積み重ねてきた

ものの，農業が自然条件に大きく依存し，

工業生産による商品とはなり得ないという

本質的制約から，コスト引下げには一定の

限界が存在する。

そして高齢化農業を担ってきた「昭和一

けた世代」のリタイアが進むなど，担い手，

後継者確保はさらに困難の度を増し加えつ

つあるなか，地域の中核農家として期待さ

れる大規模経営，専業経営ほど，基幹作物

の価格下落の打撃を強く被っているのが現

状である。

ところで，日本農業は食料の安定供給に

加えて，安全・安心の提供，多面的機能の

発揮，環境保全，定住確保等の非経済的価

値をも有する。多面的機能については，農

林水産省からの諮問に対して，01年11月，

日本学術会議から答申がなされており，農

業の多面的機能として，

①持続的食料供給が国民に与える将来に

対する安心

②農業的土地利用が物質循環系を補完す

ることによる環境への貢献

③生産・生活空間の一体性と地域社会の

形成・維持

が掲げられている。これを貨幣評価したも

のが第１表で，評価額は，洪水防止機能３
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（単位　億円/年）�

（機能の種類）� 評価額�

洪水防止機能�

河川流況安定機能�

地下水涵養機能�

土壌浸食（流出）防止機能�

土砂崩壊防止機能�

有機性廃棄物処理機能�

気候緩和機能�

保健休養・やすらぎ機能�

３４，９８８�

１４，６３３�

５３７�

３，３１８�

４，７８２�

１２３�

８７�

２３，７５８�

出典　農林水産省資料�
資料　（株）三菱総合研究所（２００１）「地球環境・

人間生活にかかわる農業及び森林の多面
的な機能の評価に関する調査研究報告書」   �

参考資料　日本学術会議（２００１）「地球環境・
人間生活にかかわる農業及び森林の多
面的な機能の評価について（答申）」�

（注）１　農業の多面的機能のうち物理的な機
能を中心に貨幣評価が可能な一部の機
能について,日本学術会議の特別委員
会の討議内容を踏まえ,（株）三菱総合
研究所が貨幣評価を行ったものである。    �
２　機能によって評価手法が異なってい
ること,また,評価されている機能が多面
的機能全体のうち一部の機能にすぎな
いこと等から,合計額は記載していない。�
３　洪水防止機能,河川流況安定機能,土
壌浸食（流出）防止機能等の代替法によ
る評価額についてはダム等の機能とは
性格が異なる面があり,同等の効果を有
するものではないことに留意する必要
がある。�
４　保健休養・やすらぎ機能については,
機能のごく一部を対象とした試算である。�
５　いずれの評価手法も一定の仮定の範
囲においての数字であり,試算の範疇を
出るものではなく,その適用に当たって
は細心の注意が必要である。�

第1表　農業の有する多面的機能の評価額�



兆５千億円，保健休養・やす

らぎ機能２兆４千億円，河川

流況安定機能１兆５千億円，

土砂崩壊防止機能５千億円，

土壌浸食（流出）防止機能３千

億円等となっている。

これらに加えて農業は，農

村・食文化，景観等でもきわ

めて大きな役割を発揮してき

ており，我が国の基層文化を

形成してきた。

このように農業は国家が自

立していくために必要である

というにとどまらず，存立の

基盤そのものであるともいえ，

これを維持していくためには

支援等が不可欠であり，その

柱となるべきは直接支払いで

あると考えられるのである。

次章以下で我が国での支援のあり方につ

いて考えていくこととするが，その前提，

制約条件となる，ＷＴＯの大枠なり，ＥＵ

等，主な国（地域）での直接支払いについ

て，ＷＴＯ協定でどのように取り扱われて

いるのか，その要点を確認しておきたい。

（１） ＷＴＯの原則と支援の制約

ウルグアイ・ラウンド合意後，ＷＴＯが

設立され，ガット体制は強化されることに

なったが，農業分野でのウルグアイ・ラウ

ンド合意内容は次のとおりである。

①非関税障壁の「例外なき関税化」

②国内農業保護財政の削減

③輸出補助金の削減

④関税率削減

あらためて述べるまでもなく，徹底した

農産物貿易の自由化を原則としている。

国内支持については，

①価格支持，生産補助金等の貿易・生産

への影響がある施策を「黄」とし，

ＡＭＳ（助成合計量）として削減。
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緑
の
政
策（
注
３
）�

ー
ビ
ス
の
提
供�

政
府
に
よ
る
サ�

生
産
者
に
対
す
る
直
接
支
払
い�

最
小
限
の
政
策（
注
４
）�

青の政策�

第2表　削減対象外の政策と我が国の政策の位置づけ�

資料　農林水産省資料�
（注）１　米以外を作付けすることで,不作付けによる水田の荒廃を防ぐ。�

２　２０００年度より　�
３　１９９６年度：総額２兆８，１８２億円　�
４　１９９６年度：総額３７３億円�

一般的なサービス� 研究開発,防疫,普及事業,基盤
整備等�

食料安全保障のための公的
在庫�

米,小麦,大豆,飼料穀物の備蓄�

投資援助による構造調整支援�

生産に関連しない収入支持�

農業金融�

地域支援に関わる支払い� （中山間地等への直接支払い）（注２）�

環境政策による支出� 転作関係の助成金（注１）�

生産者の廃業に関わる構造
調整支援�

農業者年金事業�

産品を特定した国内助成の
額が,その生産額の５％以下
の場合�

野菜,鶏卵,等の価格安定対策�

資源の使用中止に関わる構
造調整支援�

収入保険,収入保障への財政
支出�

国内における食料の援助�

産品を特定しない国内助成の
額が,農業生産額の５％以下の
場合�

農業災害補償制度により,生
産減が平均生産量の３０％以
下である場合に支払われる共
済金�

生産調整の下での直接支払い�

学校給食対策�

自然災害救済への支出� 農業災害補償,災害金融�

内　　容� 我が国の主要政策の位置づけ�

４　直接支払いについての

ＷＴＯの整理と事例



②ＥＵの直接支払い，我が国の稲作経営

安定対策等の生産調整をともなう直接

支払いを「青」とし，削減対象外。

③試験研究，基盤整備等，貿易や生産へ

の影響がない施策を「緑」とし，削減

対象外。

とされた（前頁第２表）。「黄」の政策につ

いては，ＡＭＳとして，各国の86～88年の

実績を20％削減することとされているが，

我が国は99年に，既に約束水準の19％にま

で削減済みとなっている。

しかしながら，流産となったＷＴＯのカ

ンクン閣僚会議の３次案では，「青」の政

策についても削減対象とされている。すな

わち，「黄」の政策については一定の範囲

での削減と品目別上限の設定，「青」の政

策については農業総生産額の５％を上限と

してさらに追加的削減，「緑」の政策につ

いては要件の見直し，がうたわれている。

このように，農業保護は全般に削減の方向

が示されており，削減対象外とされている

「緑」の政策についても，より限定的なも

のにする方向で検討がすすめられてきた。

（２） ＷＴＯ協定における

各国の直接支払いの取扱い

各国の直接支払いの取扱いを，「緑」「青」

別に例示したものが第３表である。直接支

払いのうち，「緑」の政策の例としては，

①生産に関連しない収入支持，②環境対策，

③条件不利対策，の三つが列挙されてい

る。

（３） 主な国（地域）の直接支払い

我が国での直接支払い導入を念頭に置い

て，ここでは参考事例として，ＥＵ，アメ

リカ，韓国を取り上げる。

ａ　ＥＵ

ＥＵにおける直接支払いは，75年の条件

不利地域政策補償金が最初であり，85年に

は環境支払いが開始されている。そして93

年からは改革後の共通農業政策（ＣＡＰ）

にもとづき，穀物，家畜の価格引下補償金

としての直接支払いが行われるようになっ

た。

その後，農業予算の半分以上を占める価

格引下補償金としての直接支払いは，作付

面積や家畜飼養頭数とリンクした補助金で

あること，肥大化したＣＡＰ予算の有効性

に対する疑問，大規模経営に手厚いという

批判，中東欧10か国の加盟にともなうＥＵ

財政の逼迫懸念等から，00～06年における

ＣＡＰ政策・予算の中間レビューが行われ，

「アジェンダ2000」が採択された。これに

より，00年から環境への配慮が直接支払い

の前提（クロス・コンプライアンス）とされ

るとともに，既往受給額の最大限２割まで

の削減が行われることとなった。クロス・

コンプライアンスについては，これまで自

主参加とされてきた環境への配慮を，最低

限の配慮を優良農業行為規準（Code of

Good Agricultural Practice, GAP）として直

接支払い受給の要件にするとともに，環境

支払いは，これを超えた高いレベルでの環

境への配慮に対して支払われるようになっ
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た。

こうした見直しは，農業支持が生産中立

的で，環境保全目的でもあることを論理的

に示すことによって，価格引下補償金とし

ての直接支払いも，「緑」の政策である環

境支払い的要素を持たせようとしたもので

あると考えられる。

なお，直接支払いの農業経営所得に占め

る割合は，ＥＵ15か国平均では４分の１程

度とされている。
（注５）

ｂ　アメリカ

アメリカは，96年農業法で，生産調整を

廃止して，作付け自由にするとともに，そ

れまで穀物について行われていた不足払い

を廃止して固定支払いを導入した。

ところが，98年のアジア通貨危機にとも

なって発生した穀物価格の大幅な下落を背

景に農業所得が落ち込んだことから，この

所得減少分に対して市場喪失補償のための

追加払いが行われた。

農林金融2004・2
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第3表　WTO協定における各国の直接支払いの取扱い�

〈「緑」の政策・・・協定実施期間中削減対象外。相殺関税の対象外〉�

資料　農林水産省資料�

・基準期間の収入,要素の使用等明確な基準に照らし決
定。�
・支払額は,基準期間後の生産の形態または量,国内価
格または国際価格,生産要素に関連し,または基づくも
のでないこと。�
・生産を義務付けられないこと。�

WTO協定上の条件�

［米国：直接固定支払制度］�
・９６年農業法により,不足払い制度の廃止に代わって導
入。�
・過去の作付面積を基準として,あらかじめ定められた
額を毎年農家に支払う。�
・農業経営者１人当たりの平均支払上限は,４万ドル/年。�
・経営者１人当たり平均支払額は,小麦約４，７００ドル/年,
トウモロコシ約４，２００ドル/年。�
・９６～０２年度までの措置であり,助成額は段階的に削
除される。�
　（注）　９６年農業法は,財政赤字削減の観点から農業予算
　　  の大幅な引下げを目的に導入されたもの。�

・中立的かつ客観的基準に照らして不利な地域が対象。�
・支払いの額は,基準期間後の生産の形態または量,国
内価格または国際価格に関連し,または基づくもので
ないこと（生産要素に基づくことは可）。�
・支払いの額は所定の地域において農業生産を行うこ
とに伴う追加の費用または収入の喪失に限定。�

［EU条件不利地域対策］�
・７５年に導入。�
・山岳地域等に限定。�
・農業活動に影響を与える恒久的な自然条件上の不利
性に着目し,農地面積または家畜頭数に基づいた補償
金を農家に支払う。�

　条件不利地域内の支給農家の割合は３０％。�
　１戸当たり受給額はEU平均で１９万円。�

・明確に定められた環境保全に係る政府の施策にした
がうことを義務付け。�
・支払額は,政府の施策にしたがうことに伴う追加の費
用または収入の喪失に限定。�

［EU環境対策］�
・８５年に導入。�
・環境負荷軽減のための農法導入,粗放的な農業推進
等を計画にしたがって実施する農家に対し,その見返
りとして面積当たりまたは削減する家畜頭数当たり
の給付金を農家に支払う。�

　受給額はEU平均で１６，０００円/ha。�

各国の例�

直
し
の
代
償�

価
格
政
策
の
見�

種類�

〈「青」の政策・・・協定実施期間中削減対象外。相殺関税の対象となり得る〉�

直接支払いのうち,生産調整を条件とし,以下の要件を
満たすもの。�
・固定された面積や単位に基づく支払い�
・基準となる生産水準の８５％以下の生産に行われる支
払い。�
・固定された頭数において行われる家畜に係る支払い。�

WTO協定上の条件�

［EU直接所得補償］�
・９２年の共通農業政策（CAP）改革により,支持価格の
大幅な引下げに伴い導入。�
・穀物・牛肉について,生産制限を条件として,面積（ま
たは頭数）に基づいた補償金を農家に支払う。�

各国の例�



その後，2002年農業法では，固定支払い

等政策が継続されるとともに，あらたな不

足払い制度が導入され，98年以降続けられ

てきた市場喪失補償が引き継がれている。

さらには，保全セキュリティ計画と呼ばれ

る環境支払いも導入された。これは，農務

長官が土壌，水質，大気，エネルギー，動

植物の生息地及びその他の保全と改善を推

進する農業活動を行っている生産者と５～

10年契約を結び，支払いを行うものであ

る。
（注６）

土壌保全留保計画，湿地罰則，環境直接

支払い等の環境保全プログラム予算が計上

されており，02年度の環境保全関連予算の

農業予算に占める割合は8.8％にも及んで

いる。環境面でアメリカはＥＵと同質化し

つつあると言えるが，アメリカの環境保全

型農業への取組推進は，ＥＵ等が国家・行

政の強いサポートの下で行われているのに

対して，民間による主体的な取組みが前提

となっている。その中心は，「生物的，耕

種的，物理的および化学的手段」を組み合

わせて，農薬・化学肥料の使用を最小限に

抑制するＩＰＭ（Integrated Pest Manage-

ment「総合的病害虫管理」）であり，農務省

の報告では00年，耕地面積の71％がＩＰＭ

によって生産されているとしている。
（注７）

99穀物年度における農業者の小麦，飼料

穀物，米，綿花を合計した主要作物の収入

構成は，総収入を100として，市場販売収

入64.2，固定支払い11.6，マーケティング

ローン支払い11.3，土壌保全支払い1.4とな

っており，政府助成が総収入の３分の１以

上を占めている。
（注８）

ｃ　韓国

韓国は，ガット・ウルグアイ・ラウンド

合意以降，ＷＴＯ体制が浸透するなかで，

農政の重点を水田農業と親環境農業に置い

てきた。

韓国も米過剰基調で推移しており，３年

間という期間限定で，03年から米作付面積

の５％の生産調整を開始している。そして，

その前段として，00年から水田農業直接支

払制度をスタートさせるとともに，02年か

らは米価値下がり分の７割程度を補填する

仕組みを導入している。

注目すべきは，こうした米政策に先立っ

て，98年に環境農業育成法を
（注９）

施行し，これ

にともなう直接支払いが99年度から開始さ

れている。環境規制地域（上水源保護区域

や自然公園地域など10,572ha）において，親

環境農業を実施する５戸以上で組織される

生産組織に対し，１農家当たり5haを上限

として，1ha当たり最高52万４千ウォン

（10ウォン＝約１円）が３年間支給されるも

のである。

このように韓国では環境農業にかかる直

接支払いを先行させているが，その後にス

タートさせた水田農業直接支払いでも，ク

ロス・コンプライアンスさせて農薬・化学

肥料の使用を一定量以下に抑えることを条

件にしている。

（注５）市田（岩田）知子（2002）「『エコロジー化』
するドイツ農業と直接支払い」『農業と経済』８
月号

（注６）詳細は，山下一仁（近刊）『国民・消費者
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の農政改革』（仮題）東洋経済新聞社，参照。
（注７）詳細については拙稿（2003）「アメリカに
おける環境保全型農業への取組動向」本誌３月
号参照。

（注８）全国農業協同組合中央会（2000）「国際農
業・食料レター」No.64

（注９）環境農業育成法は，2001年に親環境農業育
成法として改正されている。親環境農業育成法
の第１条（目的）は「この法律は農業の環境保
全機能を増大させ，農業に起因する環境汚染を
削減し，親環境農業を実践する農業者を育成し，
もって持続可能で環境親和的な農業を追及する
ことを目的とする」とされており，親環境農業
には，有機，無農薬，減農薬栽培が含まれる。

以上のような流れ，主な国の事例を踏ま

えて，次に，我が国で直接支払いをどう位

置づけ，どのような骨格のものにすべきか

について考える。

（１） 直接支払いの必然性

（前段での整理）

先に，三つの問題について整理しておき

たい。第一が，支援等として直接支払いと

関税措置のどちらをとるのか。第二が，価

格変動に対するセーフティーネットとして

の経営所得対策と直接支払いとの関係につ

いて，第三が直接支払いとその他助成との

関係について，である。

ａ　直接支払いか関税措置か

第一の直接支払いか関税措置か，につい

ては，直接支払いを基本とすべきであると

考える。すなわち，ＷＴＯをはじめとして，

我が国の米にかかる関税率は高すぎる，と

して各国から批判を浴びており，関税の引

下げ圧力は強く，高関税率を恒久的に維持

していくことはきわめて難しい。むしろ価

格は基本的に市場原理に委ね，直接支払い

によって所得を確保していくほうが長期的

な経営の安定性は高い。消費者サイドから

みれば直接支払い導入によって，例えば米

小売価格は国際相場に連動するようにな

り，市場化・自由化のメリットを享受する

ことができるようになる。その一方で，こ

れまで国際相場との価格差を高米価という

かたちで直接的に消費者が負担していたも

のを，税金をつうじて間接的に負担してい

くことになる。直接支払いの導入をはかり，

納税者負担とすることによって，米政策，

農政はもちろんのこと，税金の使い方，政

府予算のあり方等について，幅広く，国民，

消費者の理解を得，また意見を反映させて

いくシステムを構築していくことがのぞま

しい。

現実的には関税率を徐々に引き下げつ

つ，一方で従来予算の組替えをすすめ，財

源を確保しつつ直接支払いへシフトしてい

くことが妥当であろう。

ｂ　直接支払いか価格安定対策か

第二の価格安定対策と所得対策としての

直接支払いの関係については，価格安定対

策は価格の上昇と下落がおおむねバランス

している場合には有効であるが，米価の長

期低落傾向が続くなかでは生産コストのカ

バーは難しく，価格安定対策の効果は乏し
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い。一方，米価が低落傾向にはない状況を

想定した場合には，作況等変動にともなう

価格変動は避けられないことから，価格安

定対策は必要となる。

したがって，基本的には，所得補填のた

めの直接支払いと，価格変動対応のための

価格安定対策の二本立てとし，価格安定対

策の財源については生産者も一部負担する

ということになろう。

ｃ　直接支払いとその他助成

担い手確保や環境保全等構造改革のため

に必要な予算は相当な規模になろうが，既

存の助成金体系のなかで，あらたに予算を

確保していくことは困難であり，直接支払

いというあらたな体系を設けて重点的に予

算を確保していくことが妥当であろう。ま

た，直接支払いのほうが，国民の眼には，

予算の使途もより明確化されるメリットが

ある。

（２） 直接支払いの基本デザイン

ａ　直接支払いのねらい

直接支払いにより獲得すべき要素をあげ

ると，担い手確保，地域営農推進，多面的

機能発揮，環境保全，定住確保が主なもの

となろう。

我が国の現状・実情からして，直接支払

いによる所得確保によって担い手の確保が

最優先されよう。しかしながら，直接支払

いの対象を大規模経営体に絞ることについ

ては，水管理等地域ぐるみによる営農活動

が前提となっている我が国の場合，専兼を

含めた地域営農を重視していくことを欠か

すことはできない。

また，国民・消費者の農業への期待は，

食料の安定供給とともに，安全・安心やア

メニティーの提供にあり，多面的機能発揮

や環境保全を要素として盛り込んでおくこ

とが前提となる。

そして中山間等地域では，過疎化と耕作

放棄が進行し，荒廃が著しいことから定住

維持のためのインセンティブも必要とされ

る。

ところで，ＷＴＯでの「緑」の政策とし

て位置づけられるためには，デカップリン

グ，生産と所得との分離が基本とされてお

り，ＥＵ等もこれに対応して環境や農村開

発に重点を移してきているのが現状であ

る。
（注10）

したがって我が国の場合でも，多面

的機能，環境保全等を前面に押し出しなが

ら，実質的に担い手確保に結び付けていく

ことがポイントとなり，水田と中山間地域

が重視されることになる。

言い換えれば，これまで直接支払いにつ

いての議論は，本音としての担い手確保等

の構造改革に重きが置かれ，多面的機能，

環境保全は名目的に扱われて議論されてき

たきらいがある。これを，多面的機能，環

境保全への本格的取組みと構造改革とを一

体化させて取り組んでいくことを基本とし

て直接支払いを位置づけ，その実体を構築

していくことが必要なのである。

ｂ　直接支払いの対象作物

直接支払いの対象とすべき作物等につい

農林金融2004・2
12 - 64



ては，稲作，麦・大豆等畑作，野

菜，果樹，畜産，その他，があげ

られる。

ところで最も経営構造改革で

急を要するのが稲作であり，また

我が国において最も多面的機能を

発揮しているのも稲作であり，直

接支払い導入の観点からすると，

特に水田稲作がポイントになって

くる。ここで稲作についてやや詳

細にみておこう。

我が国の農業生産額（02年）は

８兆９千億円で，米は２兆２千億

円（構成比24％）と，年々ウェイ

トを低下させている（第１図）。

畜産２兆５千億円（同28％），野

菜２兆２千億円（同25％），果樹

７千億円（同８％）のとおり，現

状，畜産だけでなく野菜も主食で

ある米を上回っている。

これら産出額を農家類型別に

みると，主業農家の産出額に占め

る割合は，畜産の生乳で96％，肉

用牛で93％，豚で92％，また野菜

83％，果樹68％と生産の集約化が

進められてきたのに対して，米は

37％にとどまっている。準主業農

家27％，副業的農家36％と，おお

むね主業農家，準主業農家，副業

的農家が各３分の１を担ってお

り，生産の集約化が立ち遅れてい

ると言うことができる。

さらに，これを農家１戸当たりの平均経

営規模の推移からみたのが第４表で，畜産

では急速に大規模化が進んだのに対し，水
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米　２２（２４）�

農業総産出額　８９（１００）�

麦類　２（２）�
豆類　１（１）�
いも類　２（２）�
工芸農作物　３（３）�

野菜　２２（２５）�

果樹　７（８）�

花き　４（５）�

生乳　７（８）�

肉用牛　５（５）�
豚　５（６）�

出典　農林水産省資料�
資料　農林水産省「平成１４年農業総産出額（概算）」「２０００年世界農林業セ

ンサス」,「農業経営動向統計」     �
（注）１　主副業別シェアは,「２０００年世界農林業センサス」「農業経営動向

統計」より推計。    �
２　産出額は概算額である。�

・　主業農家とは農業所得が主（農家所得の５０％以上が農業所得）で,６５
歳未満の自営農業従事６０日以上の世帯員がいる農家である。�
・　準主業農家とは農外所得が主（農家所得の５０％未満が農業所得）で,
６５歳未満の自営農業従事６０日以上の世帯員がいる農家である。�
・　副業的農家とは６５歳未満の自営農業従事６０日以上の世帯員がいな
い農家である。�

第1図　作物・畜種別にみた農業産出額の農家類型別シェア�
（２００２年）�

主業農家（３７）�準主業農家�
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出典　農林水産省資料�
資料　経営耕地,水稲については「農（林）業センサス」「農業構造動態調査」,

畜産部門については「畜産統計」「家畜の飼養動向」     �
（注）１　水稲の２００２年の数値は販売目的で水稲を作付けした農家の数値

である。    �
２　２００２年の数値は販売農家（経営耕地面積３０a以上又は農産物販売金
額５０万円以上の農家）の数値である。�

第4表　１戸当たりの平均経営規模（経営部門別）の推移�



稲の規模拡大は遅々として進まず，特に都

府県でのテンポは遅い。

小規模，兼業経営による稲作が，農外所

得も獲得して安定的に行われる限りにおい

て，問題は少ないとみることもできようが，

担い手不足が顕在化しつつあるなかでは，

主食であるとともに，土地利用型の米，水

田稲作での生産の集約化による構造改革が

求められる所以である。

また，水田のもつ多面的機能については

先に触れたとおりであるが，第２図のよう

に洪水防止機能，土壌浸食防止機能等，中

山間地域の水田の多面的機能発揮には大き

なものがある。

したがって耕地面積の55％を占める田＝

稲作への直接支払いのウェイトが最大とな

るが，我が国の多様な地域性を生かしての

麦，大豆等穀物，野菜，果樹，畜産，地域

特産物に対する直接支払いも必要であり，

品目横断的な位置づけとなろう。

ｃ　直接支払いの受給対象

担い手確保をねらいに，担い手不足にと

もなう農地集約化を担うべき大規模・専業

経営体を優先すべきではある。しかしなが

ら先にも触れたように，水田農業を中心と

して地域営農を重視しなければならない我

が国の場合，地域営農による取組みにイン
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資料　農林水産省資料�

第2図　水田の多面的機能�
機能の発揮イメージ�

中山間地域�

海�

河川の下流� 河川の中流� 河川の上流�

斜面からの急激な�
土砂の流出を防止�

中流域での急激な雨水の�
流出を防止（遊水池機能）�

�

土砂崩壊防止�
土壌浸食防止�

水源かん養�

保健休養�

洪水防止�

上中流域水田地帯のかんがい用水が�
地下浸透し,下流域で再利用�低平地での地下水かん養により地盤�

沈下の防止及び海からの塩水の侵入を防止�

豊かな自然空間の提供により�
都市住民にいこいの場を提供�

都市周辺水田に降った雨が一時貯留される�
ことにより低平地の氾濫防止（一時貯留機能）�

森林とともに�
急激な雨水の�
流出を防止�
（ダム機能）�



センティブをもたせておくことが大事であ

り，多面的機能発揮や環境保全等の要素に

よる直接支払い等でこれをも救っていくこ

とが必要である。また，地域営農，適地適

作を推進していく観点からは，果樹，畜産，

地域特産物については優先順位を同じに

し，地域実態に応じて選択可能にしておく

ことが好ましい。

ｄ　体系

次に，ＥＵや韓国等の事例をも参考にし

ながら，これらの体系化について考えてみ

たい。

担い手確保対策のための所得補償をねら

いとする直接支払い一本で，上に述べた直

接支払いについての多様なニーズ等に対応

していくことは難しい。

定住確保のために，水田，草地等の地域

資源を活用していくための中山間地域対策

としての直接支払いは引き続き必要であ

る。

あわせて環境保全については，ＥＵ，韓

国と同様に，一定レベルまでの減農薬減化

学肥料栽培は，直接支払いを受給するため

の基本要件とし，これを上回る有機栽培な

り減農薬減化学肥料栽培について上乗せす

るかたちでの環境直接支払いを設けるべき

である。韓国の親環境農業，中国の無公害

食品も含めて，安全・安心の提供について

の取組強化は世界的潮流となっており，取

組体制として相対的に劣後しているといわ

ざるを得ない我が国の場合，直接支払い導

入を機に，本腰を入れて取組強化をはかる

必要がある。

さらに，我が国では山林農家，半農半漁

が多く，耕種農業と畜産とを包括的にとら

えるだけでなく，林業，漁業に関する直接

支払いとも連携させた，総合的体系とすべ

きである。地域を重視していくとともに，

森・水田・海という大きな循環を大切にし

た日本的システムであることが期待され

る。

ｅ　財源

財政逼迫の折，既存の農林水産予算のな

かでの再配分により手当てしていくしかな

い。米の生産調整にかかる予算が当面は中

心となろう。

ところで，現状，農業農村整備事業が農

林予算の28％（03年度予算）を占めており，

基盤整備事業の割合が高くなっているが，

基盤整備が進むとともに，中山間地域等の

工事効率の悪いところの基盤整備の比率が

高くなっており，工事効率の悪いところは

棚田として景観保全するなり，水田放牧と

して活用する等により，多面的機能発揮を

維持しながらも，公共事業費の削減可能な

対策を検討していく必要がある。

（注10）なおここで留意しておきたいのが，ＯＥＣＤ
から03年４月に出された多面的機能に関するレ
ポートである。ＯＥＣＤは，98年の農業大臣会合
コミュニケで多面的機能について初めて公式的
に表明するとともに，景観，洪水防止機能，水
資源涵養機能，生物多様性と環境保全，食料安
全保障，地域活性化のための農業雇用を多面的
機能の主要な分析対象とし，多面的機能は生
産・貿易についての歪曲性を生じさせない，よ
く対象をしぼった政策によって達成すべきであ
るとの発表を行った。その後の，概念整理，実
証分析を踏まえて，03年４月には多面的機能に
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関する政策レポートを公表した。本レポートは，
「緑」の政策が生産とデカップルされたものとし
て位置づけられていたものを，一定の条件のも
とでは生産と関連しても「緑」となり得ること
を示しており，日本提案に沿った内容となって
いる。また，多面的機能を発揮させていくにあ
たっては，関税が最適な政策となり得る理論的
可能性を認めたものとなっている。（荘林幹太郎
「ＯＥＣＤ農業の多面的機能スタディ：政策レポ
ートについて」農林水産政策研究所特別研究会
2003年４月報告）

５章のイメージ，整理で直接支払いを具

体化していく一方で，直接支払い交付の条

件に適合した経営体，すなわち多面的機能，

環境保全にも十分に配慮した農業を早急に

創出していくこと，実体をつくっていくこ

とが求められる。これらについては機会を

とらえて本誌で発表してきたところである

が，そのポイントを簡潔にあげておきた

い。

（１） 米粉，飼料イネ等による水田活用
（注11）

多面的機能発揮を強調していくためには

水田を重視していくことが求められるが，

一方では水田を水田として保全していくこ

とが最大の備蓄でもある，ということがで

きる。

ところで，米は消費量の低下にともなっ

て過剰基調にある。これまで米は人間が粒

で消費することが前提となってきたが，麦

粉や飼料穀物に代わって米粉や飼料イネの

生産，さらには生分解性プラスチックやア

ルコール等の原料として生産し，水田を極

力，水田として活用していくことが求めら

れる。飼料イネ，米粉は食料自給率向上の

ための有力な対策ともなる。

米粉によるパンの製造・販売が全国各地

で散見されるようになるとともに，学校給

食での利用も広まりつつある。飼料イネも

南九州をはじめ各地でトライアルが行われ

ている。

米粉，飼料イネ，工業原料利用ともおお

むねの技術は確立されているものと考えら

れるが，食用から遠ざかるほどに低価格で

の供給が必要となる。湿田や畜産地帯での

飼料イネ生産への取組みを強化するなり，

機械化大規模生産による低コスト化が実現

したところでの米粉用の米生産等，地域条

件にあわせた稲作，水田活用が求められる。

（注11）拙稿（2002）「地域資源活用による持続的
循環型社会構築と日本農業」本誌10月号

（２） 地域資源活用による日本型畜産
（注12）

我が国では水田とともに，草地，森林の

下草等豊富な地域資源を有しており，これ

らを有効活用して飼料の自給化を向上させ

ていくことが必要である。

一方で，高品質で，安全・安心な畜肉の

提供，安全･安心確保のための家畜の健康

重視等へのニーズに対応して放牧の大幅な

導入が求められる。

したがって北海道での集約放牧，マイペ

ース酪農，中山間地域での山地畜産，林間

放牧，水田地帯での飼料イネ，都市近郊で

の食物残渣利用等による，地域条件に対応

した適地適作型の畜産経営を展開していく
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ことが望まれる。

（注12）拙稿（2001）「適地適作による日本型畜産
経営」本誌12月号

（３） 多品種少量生産，地域特産
（注13）

我が国は平地が少ない一方で，地形，気

候等，変化に富んだ自然条件と，豊富な生

態系を有している。こうしたなかで，それ

ぞれの地域にあった種子が開発され，各地

に伝統野菜が生み出されてきた。これらは

基本的に多品種少量生産になじむものであ

り，食文化の形成にも大きな影響を及ぼし

てきた。

また，我が国は，所得水準の高い豊富な

消費者の存在，都市と農村との短い時間距

離，というきわめて恵まれた環境条件を有

している。

これらを生かしての，地産地消，産直，

グリーンツーリズム等，都市と農村との交

流を含めた地域営農，地域社会農業の展開

が望まれる。大量かつ広域流通を前提にし

た定時・定量・定質・低価に重点を置いた

輸入農産物とは差別化し，適地適作による，

我が国の自然条件，特性等を十分に生かし

ていくことが必要である。

（注13）拙稿（2003）「地域農業，そして地域社会
農業へ」本誌４月号，拙稿（2003）「地域社会農
業時代の農協経済事業」本誌７月号

（４） 環境保全型農業
（注14）

我が国では，2000年に有機農産物加工食

品の認証制度がスタートするとともに，03

年からは特別栽培農産物にかかるガイドラ

インの改正が行われた。

しかしながら有機認定農家は4,260戸（03

年３月末現在），有機格付数量（01年度）は

野菜の0.13％，特別栽培の流通は３～４％

とされている。また，環境保全型農業の取

組面積割合は16.1％（01年度）にとどまっ

ている。今後一段と野菜等での輸入圧力を

強めてくることが必至の中国，韓国に比べ

て環境保全型農業への取組体制は劣後して

いると言わざるを得ない。有機栽培，特別

農産物栽培がＪＡＳ法に規定されているに

すぎない等，法的にも体系化されておらず，

環境保全型農業による生産・流通・加工・

表示等を一元化した基本法の制定を踏まえ

ての本格的な取組みが急がれる。

こうした状況下ではあるが，有機農業，

環境保全型農業についての多様な技術，資

材等は開発・蓄積されつつある。こうした

なかで筆者が注目しているものの一つに日

本不耕起栽培普及会が推進している不耕起

移植栽培である。
（注15）

これは不耕起，低温育苗，

深水管理を特徴としており，水田にはメダ

カ，ドジョウ，トンボ，鳥類等，豊富な生

態系がもたらされるとともに，不耕起の表

層の固い土壌への環境適応により，通常農

法の稲に比べて根量は多く，かつ太い。大

幅な省力化を可能にするとともに，冷害等

異常気象でも生産は安定しており，また，

雑草の抑草効果もある。そして豊富な生態

系が消費者に大きな安全・安心を供給して

いる。

さらに，この不耕起栽培は，環境保全型

農業であるにとどまらず，機械エネルギー

の節約がはかられ，水田からのメタン発生

量も少なく，加えて水浄化能力が極めて高
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いという特徴を有している。水汚

染が進むなかで，不耕起栽培が有

する浄化能力には大いに注目した

い。
（注14）拙著（2003）『海外における有
機農業の取組動向と実情』筑波書房

（注15）岩澤信夫（2003）『不耕起でよ
みがえる』創森社

（５） 担い手・地域営農

特に土地利用型の水田農業に

ついては，農地を集約化して，大

規模経営を行う中核農家を確保し

ていくことが必要であるが，地域

の多様な担い手との連携なしでの

営農は難しい。一方では，中核的

農家の存在無くして地域営農の維持は困難

であることも確かであり，中核的農家と地

域営農とを対立概念ととらえること自体が

実態に合わないように思われる。中核農家

を育成・確保しながら多様な農業者の特性

を生かして地域営農を推進していくことが

重要である。そのためにも生産者自らが中

心となって，水田農業ビジョンから一歩進

めた地域営農ビジョンを作成し，これに取

り組んでいくことが望まれる。

（６） 森・水田・海の循環
（注16）

我が国の実態は，農家林家，半農半漁が

多く，地域内での一次産業相互の連携が必

要である。木を植え森となり，そこからき

れいで養分に富んだ水が供給される。水田

にはその水だけでなく，木の葉がたい肥と

して投入され地力の維持がはかられる。さ

らに水田の水は海へと流れプランクトン，

小魚，魚等の食物連鎖をつうじて豊富な海

の幸をもたらす。

こうした循環が持続的な農業，漁業を可

能にするとともに，我が国の自然と一体化

した文化を育んできた。この循環を維持し

ていくためにも，林業，農業，漁業ともに

連携しながら，環境に十分配慮した取組み

を行っていくことが必要である。

（注16）拙稿（1998）「生態系重視型の魚類養殖と
農林業」本誌２月号

これまで縷縷述べてはきたが，最後に，

いくつかのポイントについて強調しておき

たい。

第一に，現在，ＦＴＡへの取組みが本格化

し，米政策改革が開始されつつあるなか，

新農業基本法の基本計画見直しと併行して
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直接支払いについての議論も活発化しつつ

あるが，その出発点は21世紀の日本農業の

グランドデザインにあり，これをどう描い

ていくべきか，本格的な議論が望まれる。

いずれにしてもどのような直接支払いを導

入するかは，これからの日本農業の行方を

決定的に左右することになる。

第二に，グランドデザインは，単なる規

模拡大一辺倒のアメリカ追随型ではなく，

我が国の自然条件，地域資源を生かすとと

もに，地域営農や消費者との交流を重視し

た日本的な，田園都市国家にふさわしい農

業であることが要件となる。そして中核的

担い手をリーダーとして，主体的に作り上

げられた地域営農ビジョンによってこれに

向けて着実な積み上げをはかっていくこと

が求められる。

第三に，日本農業に支援は不可欠である

が，直接支払い等支援は多面的機能や環境

を重視したものでなければ国際的認知は得

られ難い。地域の多様性，地域営農重視が

求められる我が国の場合，所得補填のため

の直接支払いに加え，中山間地域対策のた

めの直接支払い，環境直接支払いを同時に

打ち出すとともに，一定程度の環境への配

慮をクロス・コンプライアンスさせ，地域

の実態・実情に合わせて，これらを使い分

けていくことが必要である。

第四に，我が国が，ＷＴＯ交渉等で多面

的機能を強調しているが，こうした主張に

対応した水田，草地等地域資源利用をベー

スとし，環境にも配慮した農業実態を早急

に作り上げていくことが必要である。実態

が乏しいままで，理屈だけで交渉を乗り切

っていくには限界がある。

第四に，直接支払いの前提として，生産

者は多面的機能を踏まえた，また環境に十

分配慮した農業によって，食料の安定供給，

安全・安心を提供していくことが強制され

る。すなわち，公益性を発揮していくこと

が生産者の義務であり，これを生産者がし

っかりと認識していくことが出発点とな

る。
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